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	　総務課　建設水道課　消防団


　積雪期の地震は、他の季節の地震に比較して、より大きな被害を及ぼすことが予想されるため、村、県及び防災関係機関は、除雪体制の強化等、総合的な雪に強いむらづくりを推進するものとし、積雪期の地震被害の軽減を図る。
　また、地域の特性に配慮しつつ、積雪期の地震に強いむらづくりを行う。
１　雪対策の推進（建）
　　積雪期の地震の災害予防対策は、除排雪体制の整備等の雪害予防対策の推進により確立されるものである。
　　このため、第４編第１節「雪害対策」に基づき、関係機関と連携して、雪対策を推進する。
２　道路交通の確保（建）
　(１)　村は、除雪体制（資料７－５参照）を整備し、地震時には、道路交通を緊急に確保し、道路機能の確保を図る。
　(２)　村は、住民に対して、住宅周辺等の自主的な除雪について呼びかける。
　〔住　民〕
　　地震時には通常の除雪を実施することが困難となることが想定されるため、住宅の近く等については自力除雪あるいは圧雪による避難路の確保に努める。
３　消防活動の確保（消）
　　積雪時に地震火災が発生すると、積雪によって消防活動が制約されやすい状態になることが予想される。
　　このため、消防機関は消防水利の確保と消防施設・設備の充実を図り、積雪時の地震火災時における消防活動の確保に努める。

４　寒冷対策の推進（総）

　　寒冷期間においては、避難施設において暖房が必要になるなど、冬期の災害に対処できる備蓄等を整えることが重要である。

　(１)　村は、避難施設における暖房等の需要の増大が予想されるため、電源を要しない暖房器具、燃料のほか、積雪期を想定した資機材（長靴、防寒具、スノーダンプ、スコップ、雪上車等）の備蓄に努める。

　(２)　電力供給が遮断された場合における暖房設備の電源確保のため、非常電源等のバックアップ設備等の整備に努める。

　(３)　積雪のため応急仮設住宅の早期着工が困難となることが想定されるため、積雪の状況により長期避難が必要な場合は、住宅の確保対策など避難者の生活確保のための長期対策を検討する。
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〔松川防２〕
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〔松川防１〕


